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［研究目的及び経緯］

　河川法の改正により、河川整備計画策定の際に地

域住民の意見を反映させることが定められたが、河

川整備に関しては、水を媒体として、流域開発と治

水、水質などと密接な関係があること、洪水、水利

用、水質等の観点から河川上下流の住民が密接な関

係にあること、河川自体が貴重な生態系の場となっ

ていること、都市においては貴重なレクリエーショ

ンの場となっていることなどから、他の社会資本整

備とは異なった地域住民との関係を有している。こ

れまで、河川の整備・管理における合意形成は地域

ごとに個別に行われてきたが、今後これら個別に行

われていた手法やノウハウを体系化して合意形成手

法を確立することが必要となっている。また、関係

者のニーズが多様化し、それを調整することが困難

になっていることから、意思決定プロセスへの参加

手法をより積極的に考慮する必要がある。

　水害研究室では、過去にも英国での合意形成に関

する文献収集・調査や、国内での合意形成事例とし

て八ッ場および淀川にて実務担当者へのヒアリング

を行っている。それらの調査結果からは、合意形成

は地域依存性が強いため、成功事例を収集するより

は失敗事例を提示し、同じ轍を踏まないようにする

ことや、行政としていかに住民へ誤解を生じさせる

こと無く事業を説明するかという観点が重要であ

る、という知見が得られている。

［調査内容及び成果］

　過去の合意形成調査を踏まえ、平成 14年度は、
住民への説明で合意形成を図る場合に、説明の背

景となる事象をより客観的に説明しやすい手法とし

て、多基準分析を用いることを検討した。そして、

多基準分析に係わる手法について整理を行い、多基

準分析手法の一つである AHP（階層化意志決定分
析法）の河川事業への適用について検討した。その

結果、AHPはある事象に対して、その事象の意味
合いを必ず数値データの指標として表す便利な手法

であり、適正な質問構成と、適切な被験者の抽出を

行えば、比較的現実に即した指標を得ることが可能

である、という知見が得られた。しかし現実には、

被験者が一般住民の場合、項目毎の差が生じなかっ

たり、その属性によって回答が大きく異なることか

ら、安定した指標を取り出すことが困難であること

や、指標の数値データを行政的に住民へ説明するこ

との困難さが判明し、行政が扱う指標として手法を

成熟させることが今後の課題とされた。

　平成 15年度は、合意形成には用語理解が不可欠
との観点から、河川に関する用語の、住民向けの理

解しやすい説明方法の検討や、一般住民が河川及び

河川用語の理解を深めるために必要な説明用の河川

用語等説明の手引きの作成を行った。また同時に、

必要に応じてそれらに関するわかりやすい説明図を

作成した。図－１に作成したウェブページの抜粋を

掲載する。河川用語のうち、霞堤や遊水地の効果

等の現象を説明する際は、場合によって説明図や動

画を伴った方がより理解度を高めることにつながる

ことも考えられるため、必要に応じて手引きにあわ

せてわかりやすい説明図や動画（アニメーション）

を作成し、説明用素材集を構築した。なお、今後

Web上で公開することを考慮して、著作権上の使
用制限の無い素材を用いるほかに、ダウンロードが

可能な範囲で簡潔かつ明確な説明となるように留意

した。これら手引きやわかりやすい説明図は、公開

型の素材集として本研究室のホームページに掲載し
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ており、一般住民や報道関係者が難解・複雑で理解

できない語句の確認に利用したり、河川管理者・地

方自治体の者等が実際の場において説明用に利用す

ることが可能である。

　平成 16年度は、これまで、河川の整備・管理に
おいて地域ごとに個別に行われてきた合意形成を、

今後手法やノウハウを集積して合意形成手法として

確立することが必要となっていることから、廃棄物

処理施設等の河川分野に限らない他分野の合意形成

事例を幅広く調査、収集した。そして、各分野にお

ける背景や特徴に十分留意した上で、河川分野の観

点から、それら事例について検討、分析を加えた。

分析に関しては、合意形成手法別に分類を行い、分

類から事例を引き出すことができる「逆引き」型の

合意形成事例集（案）を作成した。

［成果の発表］

特になし

［成果の活用］

　河川用語等解説の手引きは、現在全国の河川で策

定されている整備計画の担当者等の、行政サイドで

必要としているに人たちに試行的に使ってもらうこ

とが重要と考える。行政の利用が進めば、自然と

NPOや市民団体へ利用の普及が進むと考えられる。
　合意形成事例集（案）に関しても、幅広い分野から

事例を収集したことから、これまで河川分野に精通

していた現場の担当者であっても、新たな視点から

の合意形成手法について気づく一助となる。また、

合意形成で行き詰まった現場において、逆引き型事

例集を活用し類似の事例に目を通すことで、状況を

打破できるヒントを得られることが期待される。

図－１　河川用語等解説の手引きのイメージ


